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～中国での商標トラブル～ 

 コロナ以前は、中国からの訪日観光客が増加し「爆買い」が話題になっていましたが、2020 年以降は

世界中で新型コロナウイルスが広まり、中国からの爆買い観光客は途絶えてしまいました。途絶えてし

まった一方でアリババグループの「天猫国際(T MALL GLOBAL)」やジンドングループが運営する「京東国

際（JD Worldwide）」 などの越境 EC 市場が中国国内にて年々拡大し、これまで日本に行って買い物を

していた人々はオンラインで簡単に日本製品を手に入れるようになりました。わざわざ日本へ行かなく

ても気軽に日本製品を EC サイトで購入できるため、購入のハードルが下がり、幅広い層から越境 EC が

利用されています。 

 

 これは中国市場での販路拡大及び売上拡大を狙う日系企業にとっては大きなチャンスでもありますが、

大きな落とし穴もあります。中国人消費者を取り込むために、中国語対応の情報コンテンツを準備し、プ

ロモーションをかけるなど情報発信を行うことはとても重要ですが、自社の商標を盗用されるリスクを

高めてしまいます。 

 

中国の商標法では、日本のように「先使用権」は認められていません。先使用権とは、商標登録をして

いないとしても以前からその商標を使い続けている事業者が他にいた場合に、当該事業者がその商標を

使い続けられる権利をいいます。 

中国では、「先使用権」は認められず、「先願主義」を採用しているので、商標を使用するしないに関わ

らず、先に商標登録していた者が絶対的に優位に立ちます。 

 

中国には、商標の冒認出願行為を専門に行う業者もあり、海外企業の商標が中国で大量に冒認出願され

ています。特に、日本では人気上昇中で中国ではまだ知られていないが、今後中国でも人気が出そうだと

思われるような商品やブランドが狙われます。 

商標登録を後回しにして、中国で製品を販売してしまうと、冒認出願している業者から高額なライセン

ス料の支払いや商標の買取を強要されるケースがあります。最悪の場合、勝手に登録した商標を使って、

自ら商品を販売する会社もあります。もちろん品質の保証もなければ、本社へのロイヤリティが支払わ

れることもなく、ブランドの知名度を利用した業者に儲けを奪われてしまいます。 

  

 このような状況を改善すべく、2019年 12月より「規範商標申請注冊行為若干規定（商標登録申請行為

の規範に関する若干の規定）」が正式に施行されました。これまでは、商標権が登録されて５年が経過し
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た場合、悪質なケースであっても、その権利を取り消すことは難しかったのが、この規定に従うと、３年

連続で商標を正当な理由で使用しない場合、使用目的で登録したと思われないものは、いかなる個人・企

業も商標登録取り消し申請を行うことができるという画期的な規制となっています。 

 

悪質な商標登録は徐々に改善されつつありますが、万一冒認出願され、侵害や商品名変更などを強いら

れるリスクを考えれば、やはり中国でのビジネス展開を想定するうえで、早い段階で中国現地の商標登

録を行うことが重要であることは確かです。 

 

 

 

【新政策動向】 

◼ 家庭用品産業の発展計画、高品質化へ 

８月８日、中国工業情報省（工情省）など中央４部門は、家電や家具など家庭用品産業の発展に

向けた 2025年までの行動計画を発表した。イノベーション力を底上げし、高品質な製品を供給

する体制を整える。2025年までに供給が需要を、需要が供給を生み出す好循環を作り上げる。 

◼ 上海市、無料の PCR検査を９月末まで延長 

８月 13日、上海市政府は、市内に常設している PCR検査施設での無料検査サービスの実施期間

を９月 30日まで延長すると発表した。市民に対しては少なくとも１週間に１回検査を受けるよ

う求めた。 無料検査サービスは従来８月末に終了する予定だった。 

◼ コロナ警戒、感染地域からの訪問制限 北京市 

北京市は８月 17日に開いた会見で、市外からの訪問者に対する防疫措置を厳格化すると発表し

た。７日以内に新型コロナウイルスの国内感染者を１人以上確認した県・区・旗に立ち寄った人

が北京に入ることを制限する。 

◼ 出産・育児支援を強化、指導意見発表 

中国国家衛生健康委員会など 17部門は、出産・育児支援をさらに強化・実行していくための指

導意見を発表した。系統的な支援システムを整えることで、適度な出産率の実現、人口の長期的

な均衡発展の促進を下支えしていくべきだとのスタンスを示した。 

◼ 景気回復へ消費券 10億元配布 上海市 

上海市は、小売店や飲食店で使える総額 10億元（約 199億円）分の「電子消費券」の配布を開

始する。８～11月の期間中に３回に分けて配布する予定。新型コロナウイルス禍で落ち込んだ消

費の底上げを図る。 

◼ 人民銀が７か月ぶりに利下げ 景気下支え 

８月 22日、中国人民銀行は、金融機関の貸出金利の目安となる貸出基礎金利（ローンプライム

レート、LPR）の１年物を 0.05％引き下げ、3.65％にすると発表した。１年物を引き下げるのは

７か月ぶり。LPRが現行の設定方法になった 2019年８月以降の最低を更新した。 

 

 

政策・経済トピックス 
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【経済・産業】 

◼ 新エネ車の購入税免除を延長へ、常務会議 

７月 29日、国務院常務会議は、現行の「新エネルギー車（NEV）」の車両購入税（自動車購入

税）免除措置を延長する方針を決めた。自動車購入に絡む規制を緩和することも指示しており、

自動車消費の促進を通じて経済を下支えする姿勢を鮮明化した。中国政府は電動車の普及を目的

に、以前から NEVの車両購入税を免除しており、従来の期限は今年末となっていた。ただ、新型

コロナウイルスの流行が消費を下押ししていることを考慮し、免除期間の延長を決めた。 

◼ NEV販売 650万台に上方修正、業界団体 

８月９日、中国の乗用車業界団体、全国乗用車市場信息聯席会（CPCA）は、中国の電気自動車

（EV）など「新エネルギー車（NEV）」の販売台数が 2022年に 650万台前後になるとの予測を発表

した。600万台としていた従来予測から上方修正した。 

◼ 海運船に空きも、需給関係が徐々に逆転 

中国海運業界の需給バランスが供給不足から供給過多へと徐々に転じている。業界関係者は、船

舶に空きスペースが残るようになり、運賃も下落傾向にあると説明。８月５日には上海発の海運

運賃の指数が約１年ぶりの低水準になった。 

◼ 原発の発電比率、35年に２倍の 10％へ 

８月９日、中国の原子力学会、中国核学会の王寿君理事長は、今後も中国での原子力発電所の建

設が進み、原子力が発電量全体に占める割合は 2035年に 10％へ到達するとの見方を示した。21

年の５％から２倍となる見込み。 

◼ 電力逼迫で日系企業も稼働停止 四川省 

猛暑で電力需給が逼迫しているため、四川省では８月 15日から６日間、企業の操業停止を求め

た。現地に工場を持つ企業は相次ぎ操業を停止し、トヨタ自動車をはじめ日系企業にも影響が出

ている。証券時報によると、四川省は 21都市中 19都市の工業企業を対象に、15～20日の稼働停

止を要請。省内の成都市や眉山市、楽山市などは今週も最高気温が 40度を超える猛暑が続いて

おり、企業の操業を停止することで家庭向け電力を確保する。 

◼ 温室効果ガス排出枠の入札実施 深セン市 

広東省深セン市生態環境局は、温室効果ガスの排出量取引制度による 2021年度分の排出枠入札

を実施し、予定された 58万トン分の排出枠が全て落札された。気候変動関連の業務が生態環境

省に移管されて以降、深セン市で排出枠入札が実施されたのは初めて。 

◼ ９月 11日から北京発成田行き再開、JAL 

８月 19日、日本航空は、北京発成田行きの旅客便を９月 11日から再開すると発表した。日曜日

に週１便運航する。同便の運航再開は 2020年３月以来、約２年半ぶり。成田発北京行きの旅客

便は運休を続ける。 

◼ 日本風売りの戦略謝罪、中国雑貨店 

８月 19日、商品や店舗内装が無印良品やダイソーなどに似ているとされる中国の生活雑貨店チ

ェーン「名創優品」は、日本風を売りにした戦略で、消費者の感情を害したとして謝罪した。

2023年３月末までに「脱日本化する」とも宣言。 
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【日系・外資企業動向】 

◼ クラシエ薬品、威海市に漢方薬新工場設立 

８月２日、クラシエホールディングス傘下のクラシエ薬品は、山東省威海市に中国２か所目となる

新工場を建設すると発表した。漢方薬の原薬となるエキス粉末を生産する。投資額は約 40億円で、

年産能力は最大 400トン。2023年秋の稼働を目指す。 

◼ ツムラ、深センに中薬の研究子会社 

８月３日、ツムラは、中国保険大手の中国平安人寿保険との合弁会社、平安津村（上海市）が中薬

の研究を手がける全額出資子会社を広東省深セン市に設立したと発表した。中国での製剤事業や

生薬事業をサポートする。 

◼ トヨタの新車販売、７月は６％増 

８月５日、トヨタ自動車の中国法人、豊田汽車（中国）投資は、中国での 2022年７月の新車販売

台数が前年同月比 6.0％増の 18 万 400 台だったと発表した。２か月連続で前年実績を上回った。

政府による自動車購入税の減税や地方でのナンバープレート発給枠の拡大などの購入促進策が販

売を後押した。 

◼ 資生堂の中国投資ファンド、江蘇企業に出資 

８月 10日、資生堂は、中国に設立した投資ファンド「資悦ファンド」が、中国の遺伝子組み換え

コラーゲンのパイオニア企業、江蘇創健医療科技（江蘇省常州市）に約１億元（約 20億円）を出

資したと発表した。同ファンドにとって第１号の投資案件となる。出資に合わせ、戦略協業契約を

締結する予定。資生堂によると、現在枠組みを検討している段階で、研究開発（R＆D）や原料調達

などで連携し、中国で急成長する機能性スキンケア市場の開拓を加速する考え。 

 

【人民元情報】 

人民元市場レート（2022年８月 19日時点） 

外貨名 100日本円 

中間値 4.9767人民元 

 

【中国ビジネスワンポイントアドバイス】 

棚卸資産に対する評価と廃棄処分の時の留意点 

中国の会計準則において、棚卸資産とは「企業が通常の日常活動において、販売を目的として保有する

完成品または商品、製造過程にある仕掛品、製造過程または役務の提供過程にあって消費される材料お

よび部材等」を言います。 

在庫は、希望通りの価格でいつでも売れるとは限りません。市場のトレンドなどにより、購入価格以上

の売値で販売することができないケースはよく見かけます。また、一般的に、在庫期間が長ければ長いほ

ど品質劣化が進み、希望通りの価格で販売することは難しくなっていると考えられます。このような在

庫は「不良在庫」や「滞留在庫」とよばれ、「在庫評価減引当金」を計上する会計処理があります。 
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留意項目 内容 

会計処理の時期 会計決算期。四半期末、あるいは年度末に実施される。 

在庫評価減引当金の計算 

低価法で計算する。 

① （正味実現可能価額－在庫取得価格）×在庫数量 

② 正味実現価額の客観的な算定が難しい場合、実務上は各社の財務

規程に従い、在庫年齢に応じて一定率の引当金を計上することも

可能。日本本社のポリシーを参考にするケースもよくある。 

税務上の扱い 損金算入ができない。確定申告の時に加算される。 

 

不良在庫、滞留在庫について、定期的に廃棄処分が実施されることがあります。廃棄損失の損金算入が

可能ですので、下記の留意事項があります。 

 

留意項目 内容 

損金算入の手続 
税務局への事前申請と承認が不要。 

損金算入のための資料準備と保管が必要。 

所要資料 

① 廃棄処分についての説明資料（処分の理由、品番、単価、数量と

金額のリストなどを含む） 

② 社内承認の書面 

③ 単価妥当性の説明資料（例えば、購入時の発票、原価計算の資料） 

④ 損失金額が大きい場合、会計師事務所が発行する専項報告書を用

意する。 

 

ビジネス相談 

香川県上海ビジネスサポーターでは、会計・税務、人事労務、経営、法律などのご相談に無料でお答え

しています。お困りの際は、香川県上海ビジネスサポーターまでお気軽にご相談ください。 

 

【相談事例のご紹介】 

➢ 質問 

【働かない請負工の対応に関するご相談】 

請負会社より請負工を派遣してもらい、業務を行ってもらっていますが、意欲が無く、ルールを守

りません。このような請負工に対してどう対処すべきでしょうか。 

➢ 回答 

まずは請負会社に相談してください。また、請負会社との請負契約書内に「請負工について当社の

就業規則に沿って罰則規定も適用する」という文言を入れることをおすすめいたします。 
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香川県上海ビジネスサポーターの利用できるサポート内容ご案内 

 

＜現地視察の支援＞ 

① 現地視察に対する企画提案・アポイント手配 ②現地視察に対するアテンド・通訳  

＜ビジネス展開の支援＞ 

③県内企業及びその現地法人等からの依頼によるビジネス相談 ④マッチング候補企業情報の提供

等（基礎調査） ⑤中国企業とのビジネスマッチング・商談機会の創出 ⑥他県共同中国セミナー開催   

⑦マッチング候補企業情報の提供等（商談に係るアポイント手配）（有料） ⑧マッチング候補企業情

報の提供等（商談に係るアテンド）（有料）  

＜対象外の業務＞ ビジネスを伴わない観光目的での視察、適法性が疑われるもの。公序良俗に反す

ると思われるような業務等。  

＜利用対象地域＞上海市、江蘇省、安徽省、浙江省  

＜利用申込資格＞ 香川県内に本社又は事業所を有する企業及び商工関係団体等 。香川県内に本社

又は事業所を有する企業で、中国に進出している現地法人、支店、駐在員事務所  

＜利用者が負担する費用＞ ①②③④⑤⑥のサービスは無料です（ただし、渡航費、宿泊費等は利用

者の負担）。 ⑦⑧のサービスは有料です。利用申込書提出後に利用者が負担する費用を事前にお支払

いいただきます。 

 

香川県上海ビジネスサポーターの支援をご希望の場合は、以下 URLからお申込みください！ 

https://www.pref.kagawa.lg.jp/sangyo/kaigai/03.html 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

香川県上海ビジネスサポーター  池田 博明     

〒200030 上海市徐匯区虹橋路 1号 港匯中心 1座 25楼 

（上海邁伊茲（マイツ）諮詢有限公司 浦西事務所内） 

 E-mail: kagawa@myts-cn.com 

上海ビジネスサポーターの支援をご希望の場合は、こちらを検索！！ 

 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

香川県 上海ビジネスサポーター 検索 


